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カシミールの領有をめぐって 1 9 4 8 年と 1 9 6 5 年に交戦し、これにより増幅された対

















改善の方向は定着せず、1 9 9 8 年にはインドとパキスタンによる核実験、さらに 1 9 9 9
年夏のカシミール・カールギルでの両軍の交戦を経て、関係はさらに悪化した。  
今回のパキスタンの軍事クーデターは、インドで第 1 3 次連邦下院選挙によって
バーラティーヤ・ジャナタ党（ B J P）連合政権が成立したのと同時に発生した。パ
キスタンの軍事政権は対インド強硬姿勢を強調し、これに対してインドの新政権は、
対パキスタン関係の改善には慎重かつ否定的な姿勢をとっている。対話開始の兆し
は見られない。 1 9 9 9 年 1 1 月末にネパールの首都カトマンドゥで予定されていた南


















インド・パキスタン双方ともカシミールの領有を主張し、独立後早くも 1 9 4 8 年




ルを「自由カシミール（ A z a d  K a s h m i r）」と呼ぶ。「自由カシミール」は形式的に








カシミールをめぐるインド・パキスタンの対立は 1 9 6 5 年９月には再度の戦闘を
招き（第２次印パ戦争）、再び国連決議により停戦が実現した。この時はソ連のコス















第３次印パ戦争は、インドの勝利に終わった。 1 2 月 1 6 日に東パキスタンに進攻
していたパキスタン軍がインド軍に降伏し、翌 1 7 日にパキスタンは西部戦線での









こと、両国軍は国境の内側に撤退し、カシミールでは 1 9 7 1 年 1 2 月停戦時の管理ラ






は、 1 9 4 9 年の国連決議に従ってカシミールの住民投票実施をあくまでも要求した。








1 9 7 2 年以降のインド・パキスタン関係は、インド・パンジャーブ州でのシク教徒
による反政府過激派へのパキスタンの支援をめぐる応酬、カシミールのシアチェン
氷河地区でのインド・パキスタン軍の交戦など、いくつかの紛糾問題をかかえつつ
も、ある程度の平静を維持した。しかしその危うい均衡を崩したのが、 1 9 7 9 年 1 2



























1 9 9 0 年代のインド・パキスタン関係は、「有利な立場を確保しつつあるインドに対
して、パキスタンがさまざまな手段で抵抗・反撃する」というパターンで推移した。
いきおい、小競り合いが頻発し、相互不信が増し、さらには、1 9 9 8 年の両国による













た 7。  
パキスタンによる、このような「カシミール問題国際化」の一例には、1 9 9 4 年１





























があるからである。すでにアメリカは、パキスタンの核開発疑惑を理由に 1 9 9 0 年
に対パキスタン援助を停止しており 10、パキスタンはこれに対処するために何らか
の具体的行動をとる必要があった。  















スタン軍事援助の停止はその一例である。また、 1 9 9 1 年 11 月にはバーソロミュー
国務次官補がインドとパキスタンを訪問したが、訪問の目的は、核不拡散条約 ( N P T )
へのインド・パキスタンの調印を促し、核施設の査察を求めることであった。パキ
スタンは、自国の N P T 調印にはインドの調印がまず必要であるとし、査察受け入




ンの核開発についてはすでに 1 9 8 7 年パキスタン核開発の第一人者アブドル・カデ
ル・ハーンが「パキスタンは核保有国である」と発言している 11。 1 9 9 1 年 1 0 月、
ベーナジール・ブットー前首相が「パキスタンはすでに核兵器の開発能力をもつ」








ンへの弾道ミサイルの輸出、また、パキスタンによる H a f t - I I ミサイル開発などが
注目された。核開発、ミサイル開発に関する報道では、1 9 9 5 年 1 2 月 1 5 日付け New 
York Times は、米政府当局者の情報として、インドが第２回目の核実験を準備して
いるとし、パキスタンが対抗措置を示唆していると報道した。1 9 9 6 年１月には、イ
ンドが射程 2 5 0 k m の短距離弾道ミサイル・プリトヴィーの発射実験が報じられ、
パキスタンのミサイル開発にも関心が集まった。また、 1 9 9 6 年２月５日付けの
Washington Times は、ウラン濃縮用の磁気リングを中国が 1 9 9 5 年にパキスタンに
輸出と報道し、 1 9 9 5 年４月８日付け Washington Post は、パキスタンが中国設計
の高濃縮ウラン使用核兵器を所有と伝えている。さらに 1 9 9 6 年６月 1 3 日付け
Washington Post は、パキスタンが核弾頭搭載可能な中国製ミサイル M - 1 1（射程
3 0 0 k m）を実戦配備し、核兵器の開発も終了した可能性があると報じている。さら
に 1 9 9 6 年８月 2 6 日付け International Herald Tribune は、米情報部が、パキス






抑制を強く働きかけてきた。しかしインドは、1 9 9 4 年１月からジュネーヴで再開さ
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れた C T B T（包括的核実験禁止条約）協議の国連軍縮会議では、 C T B T を差別的で
あるとして署名を拒否し、パキスタンはインドの加盟を自国の調印の条件として単
独署名を拒否した。その後の C T B T に関するアメリカの対応を見ると、とくに 1 9 9 5





ともとれる。また 1 9 9 6 年１月、アメリカは凍結していた３億 6 8 0 0 万ドルの対パキ






















その後 1 9 9 7 年、パキスタンにシャリーフ政権が誕生したことで、新たな接触と
会話が試みられた。３月には 1 9 9 4年以来中断されていた外務次官会議が再開され、
４月には両国外相がニューデリーでの非同盟諸国外相会議の際に接触、５月にはモ






















難した 14。  
その後９月 2 2 日、国連総会のために訪米したインド・パキスタン両首相は、ま
ず個別にクリントン大統領と会談した。この会談で得たインド側の最大の成果は、
クリントン大統領から、アメリカはインドとパキスタンの紛争に介入しないとの約
束を得たことであろう。国連総会で 2 2 日、シャリーフ・パキスタン首相が演説し、
インドに不戦条約と兵器削減条約を提案すると発表したが、続く 2 3 日にグジュラー
ル首相と会談した際には、この提案は話し合われなかった。  







 1 9 9 8 年５月 11 日と 1 3 日、インドは計 5 回の地下核実験を実施した。インドは
1 9 7 4 年 5 月 1 8 日に同じ地で初の核実験を実施している。インドが核開発でかなり
の技術蓄積を持っていたことは周知の事実であり、国際的には N P T・C T B T 体制へ
の参加を迫られていたことから、「核の選択肢」を行使して核兵器保有に向けて一
歩を踏み出す可能性は強まっていた。核実験を実施したのは、バーラティーヤ・ジャ
ナタ党（ B J P）政権である。 B J P は、「核兵器導入の選択肢を行使する」という主
張を持ち、1 9 9 8 年２、３月のインド連邦下院議員選挙によって政権に就いたばかり
であった。 1 9 9 8 年 5 月の核実験は、パキスタンが４月 6 日に行なった中距離弾道
ミサイル「ガウリー」の発射実験が直接の契機とされる。パキスタンのミサイル発
射実験で「国家安全保障上の脅威」が増したとして、ヴァジペイー首相が 2 日後の
8 日に核実験実施を指令したとされる。  
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 インドの核実験にパキスタンは激しく反応した。5 月 1 3 日シャリーフ・パキスタ
ン首相がクリントン大統領と電話で会談し、「パキスタンの主権と安全を守るため
に適切な措置をとる」と伝え、パキスタンの核実験実施を示唆した。パキスタンは






















に懸案となっていた C T B T 調印の意向を示した。続いて 9 月 2 3 日にヴァジペイー
首相とシャリーフ首相が会談し、パキスタン・イスラマバードでカシミール問題や
経済協力問題など 8 項目に関して一連の外務次官級会談を実施することが決まった。





 この合意にしたがって 1 0 月 1 6 日から 1 8 日にかけてイスラマバードで外務次官
協議が持たれた。議題は 1 6 日に安全保障・信頼情勢措置が、 1 7 日にカシミール問
題であった。話し合いでは、双方からいくつかの提案が出され、かなり突っ込んだ
議論があったが、議題が大きいうえに、核という新しい状況が加わっているため、







 ラホール・デリー間のバスは、デリーからラホールが 1 9 9 9 年 1 月 8 日、逆方向




キスタン訪問は 10 年ぶりである。  
 2 月 1 8 日、ヴァジペイー首相を乗せるバスがデリーを夕刻に出発、首相は 2 0 日
に国境に近いパンジャーブ州アムリッツアルで乗車し、 3 7 k m 走ってパキスタンと
の国境ワガに着き、シャリーフ首相の出迎えを受けた。その後、ヘリコプターでパ
キスタン・パンジャーブ州知事公邸に到着し、公邸でヴァジペイー首相はシャリー










































を示した 19。  
その後戦闘は次第に激しさを増し、5 月 2 6 日にはインド空軍機がパキスタン側か
らのミサイル攻撃を受け撃墜された。5 月 29 日にインド軍は、「侵入者はパキスタ
ン正規軍兵士で、アフガニスタンのターリバーンも参加している、我々はこれをカー
ルギルとドラース地区における戦争と見ている」とのべ、パキスタン軍の関与を断
定して事態が深刻であることを明らかにした 20。6 月 1 日にはパキスタン軍当局も
「パキスタン軍は過去 24 時間にカシミールの管理ライン付近でインド軍による３










アメリカの対応がカールギル紛争のなかで重要な役割を持った。６月 2 4 日にズィ
ンニー（Anthony Zinni）米司令官がイスラマバードで、ムシャッラフ（Pervez 
M u s h a r r a f）・パキスタン軍統合参謀長・将軍と会談し、武装侵入者を管理ラインか
ら撤退させるよう要請した。これに対してパキスタンは、アメリカは偏狭で偏って






















的措置をとる」など 24、パキスタンを厳しく拘束する内容となっている。  



























ため 13 日に安全保障問題閣僚会議を招集した。  

















































































                                                
1 カシミール問題については、堀本武功『 7 0 年代以降のカシミール問題』外務省ア
ジア局南西アジア課、平成４年３月、また堀本武功、伊豆山真理他『カシミール
の現状』、平成 10 年３月、財団法人日本国際問題研究所を参照。  
2 「自由カシミール」をめぐるインド・パキスタンの関係については、井上あえか
「アーザード・ジャム・カシミールとパキスタン・インド対立」『アジア経済』
Vol.40, No.12、1999 年 12 月、アジア経済研究所、が詳細に分析している。  
3 たとえばインドは、カシミールからのパキスタン軍の撤退を「自由で公平な住民
投票」実施のための条件として求めたが、パキスタンはこの条件を拒否した。  
4 第３次印パ戦争に先立つ 1971 年８月９日に、インドはソ連と平和友好協力条約
[Treaty of Peace, Friendship and Cooperation between the Republic of India 
a n d  T h e  U n i o n  o f  S o v i e t  S o c i a l i s t  R e p u b l i c ]を締結した。条約には、第３国から
攻撃ないし脅威を受けた場合、脅威を取り除く適切な手段をとるために相互に協
議することを約束する条文があり、相互防衛的な色彩の強いものであった。  
5 撤兵は、ジュネーヴ和平協定にもとづいて 1988 年５月 15 日に開始され 1989 年
２月 15 日に完了した。  
6 カシミールではすでに 1983 年頃から、ムスリム・グループによるインドからの
分離要求運動が武装闘争の様相を帯びるようになっていた。  
7 インドは、パキスタン政府防衛局直属のパキスタン統合情報局 [Inter-Services of 
Intelligence: ISI]が、カシミールの武装過激派を支援していると主張し続けてい
る。  
8 ナショナル・コンファレンスは、州議会選挙に先立つ同年４、５月の第 11 次連邦
下院選挙はボイコットしている。  
9 シアチェン氷河地帯は、管理ラインが確定されていない。  











11 ただしカーンは後に、発言は真意を伝えていないと発表した。  
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12 Asiaweek,  November 11, 1991. 
13 インドは 1 9 8 9 年５月 2 2 日、中距離弾道ミサイル・アグニの発射実験を実施し、
以降積極的なミサイル開発に着手した。パキスタンも 1989 年２月に Hatf-I、
Hatf-II ミサイル発射実験を実施した。  
14 パキスタン外務次官はインドから帰国後９月 18 日の記者会見で、「インドが 6
月 23 日合意から逸脱している」と非難した。The Hindu,  September 19, 1997 
15 5 月 30 日のクリントン大統領声明。  
16 続くラホール城での晩餐会では、シャリーフ首相は、カシミールをインド・パキ
スタン間の問題の根源と、かなり長く言及した。  
17 たとえば 2 月 18 日にジャスワント・シン・インド外相は、相互信頼構築のため
の平和のメッセージを携えた「道を切り開く行動」と評し、重要性を強調した。  
18 The Hindu,  March 16, 1999. 
19 The Hindu ,  M a y  2 5 ,  1 9 9 9 .とくに 1 9 9 8 年末以降、インドの政局が混乱し、1 9 9 9
年４月 17 日に BJP 連合政権が下院で不信任され辞任するという流動的な政治情
勢は、インドの対応能力についてパキスタン軍が判断する際の大きな材料であっ
たと思われる。  
20 The Hindu,  May 30, 1999. 
21 The Hindu,  June 2, 1999. 
22 パキスタン政府報道官発表。The Hindu,  June 25, 1999. 
23 28 日の中国首脳との会談で。シャリーフ首相は 6 月 27 日から 29 日まで訪中。  
24 7 月 5 日にインド外務省は、アメリカ・パキスタン共同声明の「具体的措置」と
は、管理ラインのインド側からのパキスタン勢力の撤退であると、アメリカから
報告を受けている、と説明した。The Hindu,  July, 5, 1999. 
25 The Hindu,  October 18, 1999. 
26 The Hindu,  October 18, 1999. 
27 ラホールで期待が盛り上がったがカールギル紛争で挫折したこと。  
28 The Hindu,  October 26, 1999. 
29 The Hindu,  November 2, 1999. 
30 The Hindu,  November 3, 1999. 
31 The Hindu,  November 9, 1999. 
32 The Hindu,  November 10, 1999. 
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